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1 は じ め に

農産加工への取組みが,農業者・婦人グループなど原料

生産■体者からの動きとして ,各地で盛んになされている。

その目的は,地域特産品の開発であったり,産地形成 ,付

加価値付け,農産物利用の拡大,又は仲間作り,地域開発

と様々である。また,そ の活動の規模も自給―グループ活

動―地域内流通―一般市場流通と幅広く,その発展過程にお

いて生 じる問題点にも大きな違いがある。しかしそれらの

活動がいずれも「地域」の生産物 ,労働力,販路を基礎と

したものであることは共通である。

しかし,その農産物加工組織が地域に密着した,各層各

階を吸収 していた組織であればあるほど,地域の農業構造

の変化を受けやすい。都市化,兼業化,高齢化などの動き

の中で,農業者の減少による組織内の生産性の低下,ま た ,

構成員の形骸化も大きく,組織の再編成が必要 となって

くる。

ここでは,地域内流通よリー般市場流通へと発展 し歴史

的にも安定した農家主体の出産加工を行っている,石神農

産加工組合の発展過程か ら今後加工事業の展開を図る上で
,

その障害となる要因を整理 したので報告する。

また,本組合の初期の発展過程や,畑利用方式の変遷に

ついては,すでに報告1)がなされている。

2 調査 対象 の概 要

対象組織は,福島県の浜通り地域原町市石神地区にある

「石神食品加工組合」 (以下,組合 )である。

組合は,戦前からの任意組織「石神測電組合」を再編 し
,

昭和39年に農事組合法人として設立したものである。前身

の組合は,40数名の構成員からなり,「 しダイコン及びそ

の一次加工品の■産販売組織として誕生したもので,主に

地元の市場に出荷していたが,途中測書の樽詰製品の製造

販売も加わり,漸次事業が拡大され,市場も仙台～京浜地

区へと,そ の販路を拡張 していき,組合設立の段階では ,

組合員数381名 ,販売金額3000万 PJ余 りと着実に発展 して

きた組織である。

組合の組織運営体制は組合長を含めた 5名の理事による

理事会と集落毎の世話人としての組長をも含めた合同会議

及び全組合員による総会から成る。具体的な運営業務は ,

理事が各部門を担当し,組織の中枢としての役割をはたし

ている。

3 組合の発展過程とその問題点

ll)組合員の多様化

組合設立以降の組合員数及び栽培面積の推移は図 1の と

おりである。組合員数は昭和46を ピークに減少している。
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図1 石神食品加工組合規模
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図2 大根栽培規模の変化

図 2で昭和53年 ,昭和62年の組合員の大根栽培規模を比べ

ると,50`未満の栽浩規模での減少率が53%,50α 以上の

栽培規模での減少率が40%と 小規模栽培者での減少率が高

い。これは,産地特有の連作障害に加えて,高齢化,兼業

化などによる労働力不足のためダイコン栽培を体む結果か

らで,昭和62年には組合員中129人 (47%)が休耕 してい

る。一方,1随以上の栽培者では,昭和53年の最高栽培者

は 2"の作付だったものが,昭和62年には48脆作付とい

う大根専作的経営内容の農家も現れる。以上のように休耕
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者の増加,大規模栽培農家の出現と組合員の多様化が進ん

でいる。

2)商品への多様化要求

組合の販売実績をみると図 3のようになる。昭和39年以

降測庵樽詰を中心に京浜地区の市場と安定的な取り引きを

行ってきた。しかし近年は,測庵の商品形態の変化,食品

の需要動向の変化等により,従来からのダイコンだけを原
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図 3 販売実績

料とした沢庵中心の加工だけでなく変化のある商品を揃え

る必要がでてきた。昭和61年より各種事業の導入がされ ,

新商品の開発並びに加工施設の充実,整備が計られ,昭和

62年には新たに8種類の商品が開発され市場へ出された。

3)多品目に対応する原料の供給

新商品の導入に併せてダイコン以外の加工原料も組合内

で自給する必要がでてきた。昭和62年には,キ ュウリ,ナ

ス,ハ クサイ,ニ ンジン,シ ツなどの野菜が小規模ながら

組合内で作られた。しかし,そ れらの栽培技術をもつ組合

員が少なく,その上新製品の好調な売行きに,そ の他の野

菜の原料供給が間に合わず,そ れまで原料は全量自給する

ことにより組合員の利益を最優先にして事業を進めてきた

石神組合では初めて一次加工品を他から購入する結果と

なった。

“

)加工労力の調達

加工部門の労働力は,組合員の加工労務当番制と組合員

の短期雇用によりまかなわれ,ダイコン収穫開始 (9月 )

から下債け,二次加工 (3月 )ま での期間の雇用であった。

しかし,商品の多品目化,施設周年利用 ,周年営業の動き

の中で従来までの短期的な労力だけでなく技術者,後継者

の育成も含め長期的,安定的に加工部門に従事できる労力

が必要となってきている。

6)組合員の収益

組合員の組合からの収入を表 1でみてみると,組合員272
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表 1 石神食品加工組合からの組合員収入分布
(昭和62年度 単位 :人 )

人中ダイコンを作るか加工労務に携わっている人は,163

人で他の109人 は石神組合からの収入はない。また,収入

あり(163人 中 )で も原料収入プラス加工労賃の合計で30

万円未満が77人 ,50万 円以下30万円までが27人 ,100万 円

以下50万 円までが42人 ,100万 円以上が17人 という分布で

30万円以下の収入者が全体の半数近くを占めている。一方

最高では 1千万円以上の収入を得ており,組合員内での加

工組合の経済的位置づけの違いが大きい。また,加工労務

を担当しているのは,休耕者 ,あ るいは小規模栽培者が多

く,原料生産と加工との労働の競合がみられるためほとん

どのダイコン栽培者は加工当番のみである。

4  ま   と   め

組合は,加工原料及び加工労務を組合内で完全自給する

ことにより組合員の利益を最優先にして事業を進めてきた

地元農業,農家との結びつきの強い組織である。しかし近

年,商品の他品目に対応するための原料の供給及び加工労

働力の調達,組織運営らのF.5題をめぐって15次産業とし

て原料生産者を基本とした経営で進むか,単なる原料供給

者と食品加工業との関係としてかわって行くのか ,一つの

転機を迎えていると考えられる。

原料生産者を基本とし,生産物に付加価値を付けること

により生産者に高収益を生む原料生産 ,加工,販売が同一

の運命共同体としての15次産業の特徴を維持するならば
,

「地域Jの中でダイコン以外の新たな野菜栽培者を,育成 ,

拡大し,加工労力 (下漬け )の確保により底辺を拡大し組

織を再編成することが強く望まれるところであろう。

農家が主体となっている農産物加工組織が,一般市場流

通の中に取込まれた場合 ,いかに経営の組織化 ,再編化を

計っていくかが,新たな発展段階での大きな課題である。
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